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論 文 の 要 旨 
 本論文は、都市再生を契機として誕生した新たな官民連携による都市計画制度である都市再生特別
地区を対象にして、制度の創設経緯を踏まえて活用実績や運用実態を明らかにし、問題点や課題を論
じることを目的としている。 
本論文は全 7章から構成されている。第 1章では、本研究の対象である都市再生特別地区に着目し
た背景と本論文の目的を整理し、関連する既往文献を整理することで本研究の位置づけを新規性・有
用性の観点から明確化している。続く第 2章では、都市再生の発案、都市再生特別地区を含む都市再
生施策の構築、展開の過程が分析、考察している。第 3章では、都市再生施策の活用実績を整理する
とともに、統計指標によって都市再生緊急整備地域の市街地特性の変化を把握している。さらに都市
再生施策による効果を、地価を用いたヘドニック・アプローチによる分析と建設投資額を用いた
With/Without分析により検証している。その結果、都市再生特別地区が民間都市開発投資に与えた影
響は大きいといえることを指摘している。第 4章では、都市再生特別地区によって創出された公共貢
献と付与された規制緩和の実態に関して、都市再生緊急整備地域を有する自治体における状況を明ら
かにした。また、東京都を対象に、民間事業者から提案された公共貢献と規制緩和を整理し、事前確
定型の特例制度との相違点を明らかにしている。また、自治体によって規制緩和である割増容積率の
設定は大きく異なっていることも指摘している。さらに、東京都における都市再生特別地区の公共貢
献の分類を行い、地域貢献施設の整備運営において提案時期や地域の課題を解決するために民間事業
者の創意工夫を活かした取り組みが展開されていることなどを明らかにしている。第 5章では、全国
の都市再生特別地区の指定手続きの実態に関して、指定手続きの要綱・要領等の収集・整理や担当職
員に対するヒアリング調査を基に明らかにし、指定手続きにおける問題点及び課題を抽出している。
都市開発圧力の差は、公共貢献の要求水準や規制緩和の価値に影響を与えることで、公共貢献の評価
方法や規制緩和の設定根拠という運用に違いが表れていることを指摘している。第 6章では、都市再
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生特別地区の運用改善の方向性として「公共貢献の妥当性と規制緩和の許容性の確保を優先するこ
と」、「目指すべき市街地環境を明確化すること」、「多様な関係主体による関与を推進すること」を提
示している。最後に、第 7章では、全体のとりまとめと今後の課題について述べている。 
 論文を通じて、都市再生における都市計画・建築規制のあり方として、意欲のある多様な関係主体
の参加が前提条件となるが、運用改善によって誕生する新たな都市再生特別地区は、従来の特例制度
のみならず既存の都市計画・建築規制に代わる存在となる可能性を有していることを示唆している。 
審 査 の 要 旨 
【批評】 
都市再生は最近のわが国の都市開発における重要なキーワードであるが、新たな官民連携による都
市計画制度としての「都市再生特別地区」を取り上げた研究は稀少である。本研究は、都市再生特別
地区の制度成立の経緯、活用・運用実績、問題点・課題について、事例の丹念な調査と定量的な分析
を通じて、「官民連携」「公共貢献」に着目しながら詳細にわたって整理・提言を行っており、今後の
都市計画・建築規制の在り方について一定の示唆を与える研究論文として高く評価できる。 
以上より、本論文は、博士号を授与するに十分なレベルに到達していると判断する。 
【最終試験の結果】 
平成２６年２月６日、システム情報工学研究科において、学位論文審査委員の全員出席のもと、著
者に論文について説明を求め、関連事項につき質疑応答を行った。その結果、学位論文審査委員全員
によって、合格と判定された。 
【結論】 
上記の学位論文審査ならびに最終試験の結果に基づき、著者は博士（工学）の学位を受けるに十分
な資格を有するものと認める。 
 
